
様式例（法第 14 条第２項第８号関係） 

○ 最近の事業年度における収支計算書

年度 収支計算書 

年 月 日から 年 月 日まで 

特定非営利活動法人（社団法人，財団法人）○○○○ 

科  目 
金 額 

（単位：円）

Ⅰ 経常収入の部 

１ 入会金・会費収入 

入会金収入（○○円×△△人分） 

会費収入 （□□円×▽▽人分） 

×××

××× ××× 

２ 事業収入 

○○事業収入 

△△事業収入 

×××

××× ××× 

３ □□□□ 

・・・・・ ××× ××× 

 経常収入合計 ×××

Ⅱ 経常支出の部 

１ 事業費 

○○事業費 

△△事業費 

×××

××× ××× 

２ 管理費 

□□費 

▽▽料 

×××

××× ××× 

３ ☆☆支出 

※※支出 ××× ××× 

経常支出合計 ×××

 経常収支差額 ×××

Ⅲ その他の資金収入の部 

１ □△□△ 

・・・・・ ××× ××× 

２ その他の事業会計から繰入 ××× 

 その他資金収入合計 ×××

Ⅳ その他資金支出の部 

１ △▽△△ 

・・・・・ ××× ××× 

 その他資金支出合計 ×××

当期収支差額 ×××

前期繰越収支差額 ×××
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  次期繰越収支差額  ×××

（正味財産増減の部）  

Ⅴ 正味財産増減の部  

 １ 資産増加額  

    当期収支差額（再掲） ××× 

    ・・・・・ ××× 

 ２ 負債減少額  

    ・・・・・ ××× 

     増加額合計  ×××

Ⅵ 正味財産減少の部  

 １ 資産減少額  

    当期収支差額（再掲）（マイナスの場合） ××× 

    ・・・・・ ××× 

 ２ 負債増加額  

    ・・・・・ ××× 

     減少額合計  ×××

   当期正味財産増加額（減少額）  ×××

   前期繰越正味財産額  ×××

   当期正味財産合計  ×××

 

 

注１ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 「事業費」とは，法人の事業の実施のために直接要する支出で，管理費以外のものをいい，

会計処理上は，事業の種類ごとに区分して記載すること。事業費の例としては，「○○事業費」

（注：当該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げら

れる。 
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2014年度特定非営利活動に係る活動計算書
活動計算書（2014年4月1日～2015年3月31日） （単位＝円）

2014年度実績 I 2014年度予算 予算対比
〈収益の部〉

1.受取会費 ll, 615, 000 ll,806,000 98.4百

5, 310, 000 5,440,000 97.6国
賛助会員 6,305,000 6,366,000 99.0目
2. 受取脊付金 。 。 0.0目
3. 受取助成金等 。 。 。。国
受取助成金 。 。 。。目
受取補助金 。 。 0. 0首

4.事業収入 590,400 600, 000 98.4% 

調査・研究事業 195,000 200,000 97.5% 

提言事業 46,400 。 0.0% 

啓発事業 。 70,000 0.0% 

広報情報収集提供事業 220, 000 200,000 llO. 0% 

ネットワーク事業 129,000 130,000 99.2% 

差止是正事業 。 。 0.0% 

5.その他収益 600, 396 6 000 10006.6国
5, 839 6,000 97.3国

雑収益 594,557 。 0.0国
経常収益計 12 805, 796 12 412,000 103.2国

〈経常費用の部〉

1.事業費
(1）人件費

給料手当 1, 665, 413 1, 774,000 93.9出

法定福利費 61, 486 52,000 ll8. 2% 

福利厚生費 358, 961 371, 000 96.8% 

人件費社 2,085,860 2, 197,000 94.9% 
(2）その他経費

旅費交通費 795, 679 I, 015, 000 78.4出

会議費 432,901 412, 000 105. l国
通信運搬費 66,884 59,000 113. 4国
消耗品費 3, 911 1, 000 391. 1国
賃借料 3,095,983 2,910,000 106. 4目
印刷費 722, 149 604,000 119. 6目
調査研究費 7,310 6, 000 121. 8j目

租税公認 600 54,000 1. 1目
支払手数料 2, 210, 109 1, 130,000 195. 6目
支払報酬料 。 。 0.0目
広告宣伝費 20,000 10,000 200.0% 

雑費 。 。 0.0% 

その他経費計 7 355,526 6, 201, 000 118. 6% 
事業費計 9 441.386 B 398 000 112. 4% 

2.管理費
(1）人件費

給料手当 77,662 79,000 98.3% 
法定福利費 2, 867 2,000 143A覧

福利厚生費 16, 739 17,000 98.5% 
人件費計 97, 268 98,000 99.3% 
(2）その他経費

旅費交通費 272, 740 220,000 124.0% 

会議費 212,803 180,000 118. 2% 

通信運搬費 366,309 450,000 81. 4% 

消耗品費 238,328 500,000 47. 7% 

賃借料 140,444 110, 000 127. 7世

印刷費 215,592 200,000 107.8% 

調査研究費 。 。 0.0% 

租税公課 5,677 35,000 16.2% 

支払手数料 600, 076 350,000 171. 5目
広告宣伝費 。 10, 000 0. 0目
修繕費 。 。 0.0% 

雑費 。 。 0.0目
その他経費計 2,051,969 2,055,000 99.9目

管理費計 2.149.237 2.153.000 99.8百
経常費用計 11目590目623 10.551.000 109.9% 

当期経常増減額 1.215目173 1.861.000 65.3% 
3.経常外収益 。 。 0.0目

経常外収益計 。 。 0.0目
4経常外費用 。 。 0.0目

経常外費用計 。 。 0.0目
税引前当期正味財産増減額 1.215.173 1.861.000 65.3% 
法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000 100. 0目
当期正味財産増減額 l, 145, 173 I, 791, 000 63.9哨
前期繰越正味財産 28,347,338 2R,347,338 100. 0百
次期繰正味財産 29.492,511 30.138目338 97.9国
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正味財産増減計算書

平成26年4月1日から平成27年3月31日

（単位：円）

勘定科目 当年度 前年度 増減

I ［般正味財産増減の部］

1.経常増減の部

(1）経常収益

特定資産運用益 11,810 。 11,810 

特定資産受取利息 11,810 。 11,810 

受取入会金 850,000 980,000 ム130,000

受取入会金 850,000 980,000 ム130,COO

受取会費 28,225,000 30,220,000 ム1,995,000

正会員受取会費 19,925,000 21,920,000 ム1,995,000

賛助会員受取会費 8,300,000 8,300,000 。
事業収益 179,638,643 181,937,350 ム2,298,707 

事業収益 161,983,852 170,004,866 ム8,021,014

販売収入 14,642,318 9,052,654 5,589,664 

委託販売収入 3,012,473 2,879,830 132,643 

受取補助金等 1,000,000 1,000,000 。
北海道消費者行政補助金 1,000,000 1,000,000 。
受取寄付金 1,330,000 1,832,226 ム502,226

受取寄付金 1,330,000 1,832,226 ム502,226

雑収益 1,069,792 1,654,883 ム585,091
受取利息 8,583 19,273 ム10,690

雑収益 1,061,209 1,635,610 ム574,401

経常収益計 212,125,245 217,624,459 b, 5,499,214 

(2）経常費用

事業費 199,781,397 189,689,286 10,092,111 

期首棚卸高 5,991,132 3,649,378 2,341,754 

委託販売受入高 2,313,871 1,904,513 409,358 

期末棚卸高 ム4,409,981 ム5,991,132 1,581,151 

役員報酬i 4,240,000 3,640,000 600,000 

給料手当 43,277,880 37,975,743 5,302,137 

退職金 80,000 。 80,000 

法定福利費 1,596,922 1,382,936 213,986 

福利厚生費 1,189,040 1,232,423 b, 43,383 

接待交際費 63,836 87,797 ム23,961

会議費 4,097,386 4,702,789 ム605,403

旅費交通費 17,218,869 16,679,778 539,091 

通信運搬費 5,172,143 4,923,281 248,862 

減価償却費 609,202 1,004,577 ム395,375
リース料 1,013,976 751,581 262,395 

消耗品費 3,329,395 2,924,168 405,227 

印刷製本費 13,007,253 12,729,846 277,407 

管理諸費 2, 777,320 420,318 2,357,0（〕2

光熱水料費 818,846 763,667 55,179 

賃借料 4,557,946 4,367,432 190,514 

保険料 266,350 28,906 237,444 

支払手数料 337,293 370,992 ム33,699

出版物発送費 993,581 723,181 270,400 

諸謝金 86,493,741 92,927,498 ム6,433,757
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〈挙後‘F号〉
織を幹事ヰ箆 羽生ドlit 前年度 奇襲きま

車乱税公然 弘145,650 2,244,560 l，寺住1,090

雑草を 5宮9,746 245,054 354,692 

宅野茸u者 13,016,369 14,840,615 ム1,824,246

役災報酬 1,060,000 日10,000 150,000 

給料手当 2,557,442 2,788,000 ム230,558

i島1酷ゑ 20,000 。 20,000 

をま主主箔料費 3吉弘231 413，容器4 ム13,853

名護軍I]星第生望号 27,15宮 17,775 9,384 

会主義貸 304,273 302,380 1,893 

綾子寺交際費 32,806 11,162 21,644 

旅筆者交透芸者 2,922,050 立，820,600 101,450 

遜｛言遷綴重苦 1,175,748 1,677,465 ム501,717

f十器減鏑告書録番号 152,300 300，告68 ム147,768

その他減額縁1章受 。 344,560 ム344,560

リース料 253,494 224,499 28,9宮5

消耗品望者 27弘幸吉3 263, 751 15,942 

印刷j製本草寺 788,707 902,683 ム113,976

管理翰望者 毒事も33告 125,550 568,780 

光熱水料3者 204,712 228,109 ム23,397

霊堂検事毒 1,139,4語呂 1,304,557 ム165,071

事長検事｝ 3，事告。 8,634 ム4,834

ま菱総念 829多332 1,486,684 ム657,352

意義者発公善悪 22,9官。 620,540 t::. 597,640 

3主主主手数料 44,014 56,178 会 12,164

幾重量 104,892 34,336 70,556 

車道予言焚F軽量十 212, 797, 766 204,52告，901 8,2告7,865

2当鰯毒薬予言士宮減額 t::. 672,521 13,094,558 ム13,767,07号

2主主常外増減の吉事

（！）緩常外収益 0 。 。

経常外収益 邑 。 。

経常外収益計 告 。 。

(2）経常外費用 告 器2,348 ム82,348

経常外費用 告 82,348 ム82,348

経常外費用計 告 82,348 ム82,348

当主襲主主紫外主襲撃ま綴 告 ム82,348 82,348 

税論議書襲一長室JE射殺議室 ム672,521 13,012,210 ム13,684茅731

言語望書一員空交事長葬者重軽綴語表 ム672,521 13,012,210 ム13込書4,731

一般1E章者慰霊筆詩書室主主義語道 88,473,490 75,461,280 iえ告12茅21告
一般1E旅費幸運監禁書家主発言語 日7,800,969 君8,473,4告白 ム672,521

rr （指定1主事長防護義主議議案の務〕
指定政事者財産憲主韓君主主義衡 27，告00,000 27,000,000 告

指定IE事長持ti!霊潟主主残高 27，号註0,000 27,000,000 告

1江〔:iE事長対運筆期米続協〕 114，幸喜O,S69 115,473,490 t::. 672,521 
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（単位：百万円）

売上高 ○○○

売上原価 ○○○

売上総利益 ○○○

販売費及び一般管理費 ○○○

　　　　　　　　　　　　営業利益 ○○

営業外収益

受取利息 ○○

受取配当金 ○○

雑収入 ○○

　営業外収益合計 ○○

営業外費用

支払利息 ○○

手形譲渡損 ○○

雑支出 ○○

　営業外費用合計 ○○

　　　　　　経常利益 ○○

特別利益

固定資産売却益 ○○

投資有価証券売却益 ○○

前期損益修正益 ○○

特別利益合計 ○○

特別損失

固定資産売却損 ○○

減損損失 ○○

災害による損失 ○○

特別損失合計 ○○

税引前当期純利益 ○○

法人税、住民税及び事業税 ○○

法人税等調整額 ○○

当期純利益 Ｑ　

損益計算書

項目 金額

自 平成○○年○月○日

至 平成○○年○月○日
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が
あ
り
ま
し
た
。

し
た
が
っ
て
法
人
税
等
の
合
計
は
7
0
,
0
0
0
円
で
す
。
そ
の
内
訳
は
、
府
民
税
均
等
割
2
0
,
0
0
0
円
、
市
民
税
等
均
等
割
5
0
,
0
0
0
円
と
な
り
ま
す
。
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